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高山村活性化施設整備事業基本構想策定業務 

公募型プロポーザル仕様書 

別紙 実施要領２．概要（２）業務の内容 

 

高山村活性化施設整備事業基本構想策定業務 公募型プロポーザル仕様書 

 

１．業務名称                                       

 高山村活性化施設整備事業基本構想策定業務 

 

２．業務目的                                       

高山村は、少子高齢化、人口減少、産業の担い手不足等の地域課題を抱えており、これら多様

な課題に対応するため、将来像の実現に向け、持続可能な施設整備を検討している。本業務は、

高山村の特性や地域資源を活かした観光誘客拠点、魅力発信拠点として地域振興、地域活性化を

目指した独自の施設整備を推進するため、「高山村活性化施設整備事業基本構想」を策定するこ

とを目的とする。  

 

３．履行期間                                       

契約の翌日から令和９年３月19日までとする。 

※令和８年12月４日までに「基本構想案」を提出すること。  

 

４．業務内容                                       

  ４.１.業務計画書の作成 

本業務を円滑に実施するため、実施方針、実施工程、実施体制等を取りまとめた業務計画

書を作成する。 

４.２.基本構想の策定  

（１）計画条件の整理 

高山村の現状（位置、沿革、交通、自然、景観、歴史、文化、産業、観光、法規制

等）や課題を整理するとともに、高山村の将来像、実現に向けた基本目標や施策の整

理、高山村の上位関連計画と活性化施設整備事業との関連性や位置づけ、同種・類似施

設の立地状況、主要な道路の交通量等を整理する（交通量調査は含まない）。 

（２）課題の抽出 

（１）を踏まえ、活性化施設整備に係る課題を抽出する。 

（３）基本理念（コンセプト）の検討 

（２）で抽出した課題の解決に向けた活性化施設の将来像となる基本理念（コンセプ

ト）を検討する。 

（４）立地計画の検討 

基本理念の実現に資する立地の方針を検討し、その方針に基づく候補地について、想

定している候補地と合わせ複数抽出する。各候補地について、土地の利用状況、法規

則、景観、事業性等を整理したうえで、長所・短所、経済性等を比較検討し、優先候補

地を設定する。 
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（５）施設整備における基本方針の作成 

（３）で検討した基本理念の実現に資する基本的な機能のほか、防災機能や交通結節機

能、集客施設等と相乗効果を発揮するために求められる条件などについて整理し、施設

整備の基本的な方針を作成する。 

（６）補助制度の検討 

整備に向けて利用可能な補助制度について検討する。 

（７）基本構想素案の作成 

（１）から(６)をとりまとめた基本構想素案を取りまとめる。 

４.３.パブリックコメントの対応 

高山村が令和９年１月～２月に実施する「高山村活性化施設整備事業基本構想（案）」

に対するパブリックコメントの結果を踏まえ、構想案の修正を行う。 

４.４．報告書の作成 

前項までの内容について、報告書の取りまとめを行う。 

 

５．成果品                                          

本業務に係る成果品は以下のとおりとする。 

（１）基本構想素案（A4) 10部 

（２）業務報告書１部 

（３）上記の電子データ一式 

なお、成果品は、発注者に帰属するものとし、発注者が管理を行うものとする。また、受注者 

は、発注者の許可なく成果品の公表、貸与又は譲渡をしてはならない。 

 

６．管理技術者の資格要件                                  

（１）管理技術者は、一級建築士又は二級建築士の資格を有し、かつ、下記に示すいずれかの

資格を有する者とする。また、長野県内における道の駅または、道の駅に類似する施設に係る

調査、検証、構想、計画業務のいずれかの実績を有する者とする。 

1) 技術士（総合技術監理部門：建設－都市及び地方計画、建設－道路） 

2) 技術士（建設部門：都市及び地方計画、道路） 

3) RCCM（都市計画及び地方計画部門） 

（２）照査技術者及び担当技術者は、下記に示すいずれかの資格を有する者をそれぞれ1名以

上配置する。 

1) 技術士（総合技術監理部門：建設－都市及び地方計画または建設部門：都市及び地方計

画、道路）もしくはRCCM（都市計画及び地方計画部門） 

2) 一級建築士又は二級建築士 

 

７．支払時期                                           

代金の支払は、完了検査後、受注者の請求に基づき一括して支払うことを原則とするが、別途 

村との協議により、高山村財務規則に規定する範囲で分割支払いも可能とする。  
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８．疑義解決                                          

本提示仕様書に疑義が生じた場合は、発注者と受注者とが協議の上、解決するものとする。 

 

９．資料の貸与                                           

本業務の実施に必要な発注者が所有する資料等については、発注者が受注者に貸与するものと 

し、受注者は、本業務の目的以外に当該資料等を利用してはならない。   

なお、受注者は、業務完了後は、速やかに貸与を受けた資料等を発注者に返還するものとする。  

 

１０．必要事項の補充                                       

本業務を実施するに当たり、本仕様書に明記されていない事項であっても、技術上、当然と認

められる事項については、受注者の責任と負担において補充するものとする。  

 

１１．秘密の厳守                                          

受注者は、本業務の履行中に知り得た秘密情報（発注者が秘密と指定して開示される全ての情

報）に関し、次の事項を遵守し適正に取り扱わなくてはならない。  

(１) 目的外利用及び外部提供の禁止  

受注者は、秘密情報を自社内限りで、本業務の実行においてのみ使用できるものとする。秘

密情報を厳重に管理し、発注者における事前の書面による承諾なしには、これらの秘密情報の

全部又は一部を第三者に開示できない。ただし、本業務に直接関係し、その知識が各工程に必

要と考えられる場合の、受注者の管理者、その他責任のある社員に対してこれらの秘密情報を

公開するに当たっては、この限りでない。この場合、秘密情報の保持、利用に関して受注者が

全ての責任を負うものとする。  

(２) 複写及び複製の禁止  

受注者は、秘密資料を発注者の書面による承諾なしに複写及び複製してはならない。  

(３) 秘密情報の保持 

受注者は、秘密情報を厳重に保持するために、また、万一の災害を想定して必要な予防措置

を自ら講ずるものとする。  

(４) 資料の返却  

受注者は、返却期日までに発注者の秘密資料を全て返却しなければならない。 

また、発注者による書面での要求があった場合、受注者は、遅滞なくこれらの入手した秘密

情報を返却し、この秘密情報を基に作成された全ての秘密資料を発注者に引き渡すか、廃棄又

は消去することとする。廃棄又は消去する場合には、その事実を証明する書面を発注者に提出

することとする。  

(５) 運搬責任  

本業務に必要な秘密資料の運搬は、発注者の指定した方法により受注者の責任で行うものと 

し、運搬中における秘密情報の紛失事故等がないよう必要な対策を自ら講ずるものとする。  

(６) 事故報告義務等  

受注者は、本業務の履行において取り扱う秘密情報に関し、漏洩、紛失、改ざん等の事故が

発生したときは、必要な措置を講じるとともに、その状況を発注者に報告し、その指示に従う

ものとする。 
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１２．セキュリティ                                          

受注者は、本業務で取り扱う情報に対するセキュリティ管理を徹底しなければならない。 

  

１３．その他                                           

本提示仕様書に定めた事項は、業務を進める上で必要に応じて随時変更する可能性がある。そ

の際は発注者と受注者とが協議の上、決定するものとする。 

 


